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24.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 25.1 2 3 4 前回 今回

景気全体 × × × ▲ ▲ × ▲ ▲ ▲ × × ▲ ▲ ▲ ▲ × ☁/☂ ☁/☂

生産活動 ● × × ● ● × × ● × × ● × × × ● × ☁/☂ ☁/☂

個人消費 × ▲ ▲ ▲ ▲ × ▲ × ● ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ● ☁ ☁

民間設備投資 × × ● ● × ● ● ● ● × × ● × ▲ ▲ × ☁ ☁

住宅投資 × × × ● × ● ▲ × ● ● × × ▲ × ● × ☁/☂ ☁/☂

公共投資 ● × × ● ● × ● ● ▲ × × ● ● × ● × ☀/☁ ☀/☁

雇用情勢 ▲ × ▲ ▲ × ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ☁ ☁

▲ 187.5 ▲ 212.5 ▲ 225.0 ▲ 225.0 ▲ 187.5 ▲ 162.5 ▲ 162.5 ▲ 137.5 ▲ 131.3 ▲ 112.5 ▲ 87.5 ▲ 50.0 ▲ 37.5 ▲ 25.0 ▲ 25.0

▲ 100.0 ▲ 150.0 ▲ 183.3 ▲ 200.0 ▲ 166.7 ▲ 133.3 ▲ 100.0 ▲ 91.7 ▲ 91.7 ▲ 91.7 ▲ 75.0 ▲ 41.7 ▲ 25.0 25.0 ▲ 25.0

▲ 110.0 ▲ 120.0 ▲ 110.0 ▲ 120.0 ▲ 150.0 ▲ 160.0 ▲ 170.0 ▲ 170.0 ▲ 220.0 ▲ 230.0 ▲ 220.0 ▲ 190.0 ▲ 160.0 ▲ 150.0 ▲ 133.3

（※「累積ＤＩ」とは、2019年１月を０とし、月々の各ＤＩ指数の50を基準に、50以上の値を加算、逆に50未満の値を減算し累積したもので、各ＤＩ指数の中期的な変化を表している）

24.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 25.1 2 3 4

鉱工業生産指数 季調済・前月比 × × ● ● × × ● × × ● × × × ● ×

常用労働者の賃金指数 名目・前年比 ▲ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

小売業６業態計売上高 前年比 ● ● ● ▲ ● ● ▲ ● ▲ ▲ ● ● ● ▲ ●

百貨店・スーパー販売額 前年比 ● ● ● ▲ × ● × ● ▲ ● ▲ × ● ● ●

家電大型専門店販売額 前年比 × × × × × ● ● ● × × × ▲ ● ● ●

ドラッグストア販売額 前年比 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

ホームセンター販売額 前年比 × × × × × × × ● × × ● × × × ●

コンビニエンスストア販売額 前年比 ▲ ● × × ● ● × ● × ● ● ● ● × ●

乗用車新車登録台数 ２車種計・前年比 × × × × × × ● × ● ● ● × ● ● ● ●

軽乗用車新車販売台数 前年比 × × × × × ▲ ● × ▲ × × × ● ● ● ●

民間非居住用建築物床面積 非居住用・前年比 × × ● ● × ● ● ● ● × × ● × × × ×

トラック新車登録台数 ２車種計・前年比 × × × ▲ × ● ● × × × × × × ● ● ●

新設住宅着工戸数 前年比 × × × ● × ● ▲ × ● ● × × ▲ × ● ×

公共工事請負金額 前年比 ● × × ● ● × ● ● ▲ × × ● ● × ● ×

新規求人倍率（受理地別） 季調済・前月差 ▲ × ● ● × ● ● × ▲ ● × ● × ● × ▲

有効求人倍率（受理地別） 季調済・前月差 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

有効求人倍率（就業地別） 季調済・前月差 ▲ × ▲ ▲ × ▲ ▲ ▲ ● ● ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

常用雇用指数 全産業・前年比 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ▲ ▲ ×

所定外労働時間指数 製造業・前年比 × × × × ● × ● × × ● × ● ● ● ●

企業倒産 負債総額・前年差(逆) ● × × ● × ● × × × × × ● ● × ● ×

●＝前年比・前月比プラス、▲＝同横ばい、×＝同マイナス。ただし、「企業倒産」は逆表示。

《ご参考》
県内景気の変化方向と基調判断の推移

【県内景気天気図】
基調判断

【前月からの変化方向】
●＝上昇・好転
▲＝横ばい
×＝下降・悪化

【基調判断】
☀（晴れ）
☀/☁（晴れ一部曇り）
☁（曇り）
☁/☂（曇り一部雨）
☂（雨）

変　化　方　向

【県内主要経済指標】

－

－

－

【参考】滋賀県景気動向指数・累積ＤＩ（先行指数）

同上（一致指数）

同上（遅行指数）
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１．概況…持ち直しの動きがやや弱まっている 
 

県内景気の現状 

県内製造業の生産活動を鉱工業生産指数でみると、前月比では鉄鋼・非鉄金属などが上昇したものの、生産用機械やウエイトの高い化学などが低下したため、

全体では２か月ぶりの大幅低下となった。なお、輸送機械は、自動車部品工場の事故を受けて一時的に部品供給が滞り、大手自動車メーカーが工場稼働を一部停

止した影響により、約１年ぶりの低水準となった。 

需要面を各業態の販売額でみると、百貨店・スーパーは、衣料品や身の回り品で減少が続いているものの、ウエイトの高い飲食料品が８か月連続で増加し、家

電機器も３か月連続で増加したため、全店ベースでは３か月連続で増加している。また、ドラッグストアが家計の低価格志向の強まりなどから 43か月連続で増加

しているのをはじめ、家電大型専門店が４か月連続で増加、ホームセンターが４か月ぶりに増加、コンビニエンスストアも２か月ぶりの増加となった。これらの

結果、小売業６業態計の売上高は５か月連続で増加している。ただし、物価上昇を考慮すると、実質個人消費はこのところ弱含みで推移しているとみられる。ま

た、自動車の販売状況は、乗用車の新車登録台数が４か月連続で大幅増加し、軽乗用車の販売台数も４か月連続で大幅増加したため、３車種合計は４か月連続で

大幅増加している。 

投資需要では、民間設備投資の指標である民間非居住用建築物着工床面積が前年に大型着工があった影響などから４か月連続で大幅減少し、新設住宅着工戸数

は省エネ規制回避の駆け込み需要があった前月の反動で２か月ぶりの大幅減少となった。また、公共工事の請負金額も２か月ぶりに大幅減少した。 

このような中、雇用情勢をみると、新規求人倍率と有効求人倍率は前月からほぼ横ばい、就業地別の有効求人倍率も前月から横ばいとなった。また、常用雇用

指数は３か月連続で低下したものの、製造業の所定外労働時間指数は４か月連続で上昇している。 

これらの状況をまとめると、製造業の生産活動は、生産用機械やウエイトの高い化学などが低下し、輸送機械が約１年ぶりの低水準となったことから、全体で

は２か月ぶりに大幅低下した。需要面では、小売業６業態計の売上高は５か月連続で増加しているものの、物価高騰により実質個人消費はこのところ弱含んでい

るとみられる。投資需要では、民間設備投資が大型着工のあった前年の反動などから４か月連続で大幅減少し、住宅投資と公共投資も大幅減少した。よって、県

内景気の現状は、持ち直しの動きがやや弱まっているとみられる。 

 

今後の景気動向 

県内製造業の生産活動は、輸出関連企業を中心にトランプ米政権による強硬な関税政策の影響が懸念される。個人消費については、物価高を背景に消費者マイ

ンドが低下しており、当面は横ばい圏での推移が予想される。今年も大企業を中心に大幅な賃上げが実施されている一方で、中小企業の多くは賃上げが限界に達

しつつある。価格転嫁の徹底や生産性向上などの中小企業支援により、実質賃金が増加し、消費拡大につながるような環境整備が求められる。投資需要について

は、人手不足を背景とした省力化・省人化投資、デジタル関連の情報化投資などの増加が期待される。 

これらの状況から、今後の県内景気については、一部で弱さが続くものの、基調としては緩やかに持ち直していくとみられる。ただし、世界経済の不確実性は

高く、下振れリスクには注意する必要がある。 
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２．生産…「鉱工業生産指数」の前月比は２か月ぶりに大幅低下 
・鉱工業生産指数（2015 年＝100）の「原指数」（2025 年３月）は 108.9、前

年同月比＋0.5％となり、２か月連続で上昇した。「季節調整済指数」（以下、

「季調済指数」）は 93.9、前月比▲13.9％で、２か月ぶりに大幅低下し、季

調済指数の３か月移動平均値（３月）は 102.2、前月比▲4.0％と、２か月

ぶりに低下した。 

・業種別季調済指数の水準が 100の基準を上回ったのは、「生産用機械」（172.5）

と「化学」（135.2）で、一方、下回ったのは、「電子部品・デバイス」（40.6）、

「輸送機械」（54.2）、「金属製品」（57.6）、「窯業・土石製品」（64.8）など。

なお、「輸送機械」は、車用ばねを手掛ける自動車部品工場の事故により一

時的に部品供給が滞り、大手自動車メーカーが工場稼働を一部停止してい

た影響で、約１年ぶりの低水準となった。 

・前月に比べ上昇した業種は、「鉄鋼・非鉄金属」（前月比＋4.0％）などで、

一方、低下したのは、「生産用機械」（同▲22.1％、主な変動品目：半導体・

フラットパネルディスプレイ製造装置）や「化学」（同▲21.3％）などとな

った。 

 

 
 

 

 

 

23年

10
11 12 24年1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 25年1 2 3

原指数（前年同月比） 2.0 2.0 ▲ 6.8 11.7 ▲ 8.3 ▲ 12.3 9.8 ▲ 1.5 ▲ 14.3 23.3 ▲ 13.1▲ 17.3 22.8 4.8 2.2 ▲ 0.5 19.6 0.5

季調済指数（前月比） ▲ 3.3 3.7 1.9 ▲ 2.5 ▲ 18.6 10.4 17.0 ▲ 8.6 ▲ 5.2 13.6 ▲ 9.6 ▲ 8.9 37.3 ▲ 10.7 ▲ 1.7 ▲ 3.3 5.4 ▲ 13.9
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鉱工業生産指数の推移（滋賀県、2015年=100）

（出所） 滋賀県統計課 「滋賀県鉱工業指数」
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（出所） 経済産業省 「鉱工業指数」、滋賀県統計課 「滋賀県鉱工業指数」
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2023年

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2024年

1-3月

期

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2025年

1-3月

期

2024年

10月
11月 12月

2025年

1月
2月 3月

鉱工業総合 103.8 101.7 104.1 94.1 101.4 97.9 112.5 102.2 121.8 108.8 107.0 103.5 109.1 93.9

鉄鋼・非鉄金属 86.6 88.6 83.7 62.6 77.6 81.2 74.0 76.9 78.0 72.4 71.5 77.7 75.0 78.0

金属製品 71.8 71.1 67.2 59.2 64.9 58.4 64.3 62.9 65.7 63.9 63.3 65.3 65.8 57.6

生産用機械 183.2 185.1 186.2 180.8 225.5 186.3 333.1 223.0 428.9 298.7 271.6 274.9 221.5 172.5

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0
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300.0

350.0

400.0

450.0

業種別の鉱工業生産指数の推移①（季調済指数、2015年＝100）

（出所） 滋賀県統計課 「滋賀県鉱工業指数」
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期

7-9月

期

10-12

月期

2025年

1-3月

期

2024年

10月
11月 12月

2025年

1月
2月 3月

汎用・業務用機械 104.6 110.9 112.5 101.8 99.3 89.7 88.0 85.1 79.4 95.1 89.6 81.4 96.0 78.0

電子部品・デバイス 46.4 47.7 46.0 44.1 43.2 42.6 37.2 38.6 38.0 37.8 35.7 34.9 40.4 40.6

電気・情報通信機械 83.6 81.9 88.6 84.4 76.4 78.1 82.5 90.7 84.4 82.3 80.7 90.2 92.0 90.0

輸送機械 79.4 87.0 80.2 37.1 67.0 79.0 67.9 64.7 74.3 65.9 63.4 74.3 65.7 54.2
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業種別の鉱工業生産指数の推移②（季調済指数、2015年＝100）

（出所） 滋賀県統計課 「滋賀県鉱工業指数」
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期

10-12

月期

2025年

1-3月

期

2024年

10月
11月 12月

2025年

1月
2月 3月

窯業・土石製品 73.2 71.1 72.8 66.4 66.1 64.7 62.8 65.8 63.1 63.1 62.2 66.3 66.4 64.8

化学 149.2 124.9 134.0 136.4 143.3 134.2 151.3 141.0 158.1 146.4 149.3 116.0 171.7 135.2

プラスチック製品 86.4 86.6 91.4 83.6 89.7 92.6 91.2 87.2 94.9 87.9 90.7 88.0 92.8 80.8

パルプ・紙・紙加工品 100.2 100.1 102.2 97.6 101.0 103.0 100.2 99.1 101.3 98.5 100.7 97.6 100.2 99.6

食料品 94.6 94.8 97.6 99.6 100.3 95.1 94.8 96.4 93.6 94.6 96.2 97.1 97.2 94.9

その他 87.9 83.6 84.1 78.8 79.4 80.6 78.7 78.9 79.2 79.7 77.2 75.9 80.5 80.2
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業種別の鉱工業生産指数の推移③（季調済指数、2015年＝100）

（出所） 滋賀県統計課 「滋賀県鉱工業指数」

23年10 11 12 24年1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 25年1 2 3

生産 2.0 2.0 ▲ 6.8 11.7 ▲ 8.3 ▲ 12.3 9.8 ▲ 1.5 ▲ 14.3 23.3 ▲ 13.1 ▲ 17.3 22.8 4.8 2.2 ▲ 0.5 19.6 0.5

出荷 ▲ 1.8 0.6 ▲ 5.1 7.6 ▲ 10.7 ▲ 11.9 7.5 ▲ 2.0 ▲ 14.9 20.2 ▲ 17.0 ▲ 19.8 15.2 1.8 ▲ 1.3 ▲ 0.7 18.4 ▲ 3.8

在庫 ▲ 4.8 ▲ 5.6 ▲ 7.3 ▲ 6.8 ▲ 5.9 ▲ 7.3 ▲ 6.1 ▲ 8.6 ▲ 8.0 ▲ 8.8 ▲ 5.5 ▲ 1.4 0.2 ▲ 0.2 1.7 2.3 1.3 1.9

▲ 20.0
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鉱工業生産・出荷・在庫指数の推移

（滋賀県、原指数、2015年＝100）

（出所） 滋賀県統計課 「滋賀県鉱工業指数」
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３．個人消費…「小売業６業態計売上高」は５か月連続で増加する

も、実質個人消費は弱含みで推移 
・「消費者物価指数（生鮮食品を除く総合／大津市／2020年＝100）」（25年４

月）は 109.0、前年同月比＋2.8％、前月比＋0.5％となった。前年同月比は

42 か月連続で上昇している。中分類指数の主な項目をみると、「穀類」（前

年同月比＋21.3％）、「電気代」（同＋16.1％）、「身の回り用品」（同＋12.4％）、

「家庭用耐久財」（同＋10.6％）など、ほとんどの項目で上昇が続いている。 

・「可処分所得（大津市・勤労者世帯）」（３月）は８か月連続で増加（同＋9.9％）、

「家計消費支出（同）」は５か月連続かつ大幅増加している（同＋33.8％）。 

・「名目賃金指数（現金給与総額、事業所規模 30人以上、2020年＝100）」（３

月）は 88.7、同＋0.5％と 14 か月連続で上昇したが、「実質賃金指数」は

80.3、同▲3.0％で２か月連続で低下している。 

・「百貨店・スーパー販売額（全店ベース＝店舗調整前、対象 101店舗）」（３

月）は、21,969百万円、同＋1.1％と、３か月連続で増加している。品目別

では、「衣料品」（前年同月比▲3.3％）が７か月連続で減少し、「身の回り品」

（同▲3.0％）も９か月連続で減少しているものの、ウエイトの高い「飲食

料品」（同＋1.5％）が８か月連続で増加し、「家電機器」（同＋4.7％）も３

か月連続で増加している。「既存店ベース（＝店舗調整後）」（同＋0.8％）は

25か月連続で増加している。 

・大型専門店（全店ベース＝店舗調整前）では、「ドラッグストア」（３月/262

店舗、前年差＋４店舗）が 9,804百万円、同＋6.2％と、家計の低価格志向

の強まりなどから 43 か月連続で増加しているのをはじめ、「家電大型専門

店」（同/40店舗）が 4,408百万円、同＋7.3％と、４か月連続で増加し、「ホ

ームセンター」（同/68店舗）も 3,065百万円、同＋2.6％と、４か月ぶりに

増加した。「コンビニエンスストア」（同/534店舗）は 10,070百万円、同＋

2.3％と、２か月ぶりの増加となった。 

・これらの結果、「小売業６業態計売上高」（３月）は 49,316百万円、同＋3.0％

と５か月連続で増加している。ただし、消費者物価上昇分（帰属家賃を除く

総合、３月、前年同月比＋3.5％）を考慮すると、実質個人消費はこのとこ

ろ弱含みで推移しているとみられる。 

・季節要素を除去した 12 か月移動平均値は同＋1.4％（３月）となり、33 か

月連続で増加している。 

 

 

 

 

 

24年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

25年

1月
2月 3月 4月

CPI① 2.2 3.2 2.8 2.6 2.9 3.2 3.0 2.9 2.7 2.1 2.7 3.0 3.1 2.8 2.6 2.8

CPI② 2.5 2.5 2.4 2.3 2.0 2.0 1.6 1.9 1.8 1.7 1.7 1.9 1.3 1.4 1.2 1.2

エネルギー ▲ 13.3 0.3 1.0 0.7 7.8 13.2 18.1 17.8 9.6 2.8 7.5 13.0 13.5 9.0 7.9 9.9

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

▲ 3.0

▲ 2.0

▲ 1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

（％） 消費者物価指数（CPI)（大津市、2020年=100）の推移（前年同月比）

（注）CPI①：生鮮食品を除く総合（左目盛）

CPI②：食料(酒類を除く)及びエネルギーを除く総合（左目盛）

エネルギー:電気代、都市ガス代、プロパンガス、灯油、ガソリン（右目盛）

（出所） 滋賀県統計課 「消費者物価指数（大津市）」

（％）

2023年

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2024年

1-3月

期

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2025年

1-3月

期

2024年

10月
11月 12月

2025年

1月
2月 3月

名目現金給与総額 ▲ 0.3 ▲ 1.8 ▲ 1.1 1.4 5.4 2.7 4.5 3.0 2.5 0.6 7.3 6.7 1.8 0.5

実質賃金指数 ▲ 3.2 ▲ 4.8 ▲ 3.8 ▲ 1.5 1.8 ▲ 0.4 1.2 ▲ 0.9 0.4 ▲ 2.5 3.4 2.3 ▲ 1.9 ▲ 3.0

消費者物価指数

(帰属家賃除く総合）
3.1 3.1 3.0 2.9 3.4 3.1 3.1 3.8 2.1 3.2 3.8 4.1 3.7 3.5

▲ 8.0

▲ 6.0

▲ 4.0

▲ 2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

（％） 名目賃金指数と実質賃金指数の推移（事業所規模30人以上、2020年＝100、前年同期（月）比）

（出所） 滋賀県統計課 「消費者物価指数（大津市）」 滋賀県 「毎月勤労統計調査地方調査月報」
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23年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

24年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

25年

1月
2月 3月

小売業６業態計売上高 1.3 2.4 3.3 4.2 3.7 1.8 5.1 4.8 4.7 3.0 4.4 1.8 2.9 4.4 3.0 0.8 0.7 3.3 ▲ 0.1 4.0 ▲ 0.2 ▲ 0.1 0.6 1.8 2.8 0.4 3.0

消費者物価指数

（帰属家賃除く総合）
4.1 2.7 3.3 3.2 2.9 2.9 3.2 3.1 3.0 3.4 3.0 2.6 2.4 3.5 3.0 2.9 3.4 3.8 3.3 3.2 2.9 2.1 3.2 3.8 4.1 3.7 3.5

▲ 1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

小売業６業態計売上高と消費者物価指数の推移（前年同月比）

小売業６業態計売上高

消費者物価指数

（帰属家賃除く総合）

（％）

（出所） 経済産業省 「商業動態統計月報」、近畿経済産業局 「百貨店・スーパー販売状況（近畿地域）」、滋賀県統計課「消費者物価指数（大津市）」

2023年

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2024年

1-3月

期

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2025年

1-3月

期

2024年

10月
11月 12月

2025年

1月
2月 3月

小売業６業態計売上高 3.2 4.9 3.0 3.4 1.6 1.3 0.8 2.1 ▲ 0.1 0.6 1.8 2.8 0.4 3.0

百貨店・スーパー(全店) 2.0 3.2 2.4 3.3 0.5 0.8 ▲ 0.1 2.0 0.6 ▲ 0.2 ▲ 0.6 2.6 2.2 1.1

大型専門店計 5.5 8.4 5.4 5.6 4.3 3.1 2.2 3.3 ▲ 1.3 1.8 5.5 3.7 0.0 5.8

コンビニエンスストア 2.4 3.4 0.6 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.6 0.7 0.5 0.6 0.4 1.1 1.8 ▲ 2.8 2.3

▲ 4.0

▲ 2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

（％） 百貨店・スーパー、大型専門店、コンビニエンスストアの小売業態別販売額（前年同期（月）比）

（注）大型専門店計は、家電大型専門店とドラッグストア、ホームセンターの合計。

（出所） 経済産業省 「商業動態統計月報」、近畿経済産業局 「百貨店・スーパー販売状況（近畿地域）」

2023年

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2024年

1-3月

期

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2025年

1-3月

期

2024年

10月
11月 12月

2025年

1月
2月 3月

大型専門店計 5.5 8.4 5.4 5.6 4.3 3.1 2.2 3.3 ▲ 1.3 1.8 5.5 3.7 0.0 5.8

家電大型専門店販売額 ▲ 4.8 3.3 ▲ 1.0 ▲ 1.7 0.5 ▲ 0.3 ▲ 5.5 5.4 ▲ 12.1 ▲ 6.7 0.3 4.5 3.9 7.3

ドラッグストア販売額 13.7 13.0 12.4 12.5 8.4 6.3 6.7 4.4 4.0 5.4 10.3 5.3 1.5 6.2

ホームセンター販売額 ▲ 1.6 2.6 ▲ 3.8 ▲ 3.8 ▲ 2.1 ▲ 1.6 ▲ 1.5 ▲ 2.8 ▲ 5.5 1.3 ▲ 0.6 ▲ 2.1 ▲ 9.4 2.6

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

（％） 大型専門店の業態別販売額の推移（前年同期（月）比）

（出所） 経済産業省 「商業動態統計月報」

30.8 30.0

33.1 33.6 34.1 34.7

37.3 36.1
34.9 35.4

34.5

37.4

33.9 34.0
35.8 35.9 36.6 37.5

38.8 39.4

36.5 37.0 36.7

41.4

35.6
34.0

37.4

▲ 4.9

2.0

5.8 6.3 6.9 7.4
9.4

7.8
10.4 11.3 10.2

3.3

10.1

13.3

8.2
6.8 7.3 8.1

4.0

9.1

4.6 4.5
6.4

10.7

5.0

0.0

4.5

▲ 40.0

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

１店舗あたりのドラッグストア販売額の推移（滋賀県）

１店舗あたり売上高（左軸） 前年同月比（右軸）（百万円） （％）

（出所） 経済産業省 「商業動態統計月報」、滋賀県統計課「消費者物価指数（大津市）」
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・「乗用車新車登録台数（登録ナンバー別）」（25 年４月）については、「普通

乗用車（３ナンバー車）」が２か月ぶりに増加し（1,821 台、前年同月比＋

5.1％）、「小型乗用車（５、７ナンバー車）」が４か月連続で大幅増加したた

め（804 台、同＋22.9％）、２車種合計では４か月連続で大幅増加している

（2,625台、同＋10.0％）。また、「軽乗用車」の販売台数も４か月連続で大

幅増加している（1,561 台、同＋26.8％）。これらの結果、３車種の合計は

４か月連続の大幅増加となった（4,186台、同＋15.7％）。 

・季節要素を除去した 12か月移動平均値（４月）をみると、２か月連続でプ

ラスとなっている（同＋4.7％）。 

・乗用エコカー（HV＋PHV＋EV＋FCV の合計、軽乗用車を除く）の新車販売台

数の推移をみると、４月の販売台数は 1,560 台となり、４か月連続で増加

している（同＋6.0％）。また、乗用車販売台数に占めるエコカー比率は

59.4％となった。 
＊登録台数…小型・普通乗用車、販売台数…軽乗用車、乗用エコカー 

 

 
 

 

23年1

月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

24年1

月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

25年1

月
2月 3月

原数値 1.3 2.4 3.3 4.2 3.7 1.8 5.1 4.8 4.7 3.0 4.4 1.8 2.9 4.4 3.0 0.8 0.7 3.3 ▲ 0.1 4.0 ▲ 0.2▲ 0.1 0.6 1.8 2.8 0.4 3.0

季節調整済値 2.7 2.8 2.8 3.0 3.2 3.1 3.4 3.5 3.7 3.6 3.6 3.4 3.5 3.7 3.6 3.3 3.1 3.2 2.8 2.7 2.3 2.1 1.7 1.7 1.7 1.4 1.4

▲ 1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

（％） 小売業６業態計売上高の推移 （前年同月比）

（注）小売業６業態計は、百貨店・スーパー、家電大型専門店、ドラッグストア、ホームセンター、コンビニエンスストアの合計。

季節調整済値は、元データの12か月移動平均値。

（出所） 経済産業省 「商業動態統計月報」、近畿経済産業局 「百貨店・スーパー販売状況（近畿地域）」

5/8～、

新型コロナ

感染法上

「５類」移行

2023年

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2024年

1-3月

期

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2025年

1-3月

期

2024年

11月
12月

2025年

1月
2月 3月 4月

普通乗用車 55.4 23.9 28.1 ▲ 10.0 ▲ 10.5 1.7 6.7 7.2 11.8 1.7 15.3 10.6 ▲ 0.3 5.1

小型乗用車 7.5 6.3 ▲ 2.9 ▲ 36.6 ▲ 16.8 4.1 3.2 40.1 ▲ 9.5 ▲ 23.5 13.4 54.0 53.0 22.9

軽乗用車 6.6 8.1 0.8 ▲ 22.6 ▲ 10.9 3.2 ▲ 6.4 16.6 ▲ 8.1 ▲ 4.7 20.5 20.2 10.7 26.8

▲ 40.0

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

（％） 乗用車の新車登録・販売台数の推移（前年同期（月）比）

（出所） （一社）日本自動車販売協会連合会 「自動車登録統計情報」、（一社）全国軽自動車協会連合会 「軽四輪車 県別新車販売台数」
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2023年

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2024年

1-3月

期

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2025年

1-3月

期

2024年

11月
12月

2025年

1月
2月 3月 4月

普通乗用車 19.7 9.6 10.2 ▲ 4.2 ▲ 4.7 0.8 2.8 3.4 4.9 0.7 6.6 5.0 ▲ 0.1 2.5

小型乗用車 1.7 1.3 ▲ 0.6 ▲ 7.5 ▲ 3.3 0.8 0.6 6.5 ▲ 1.9 ▲ 4.6 2.5 8.6 7.9 4.1

軽乗用車 2.8 3.2 0.3 ▲ 8.5 ▲ 3.9 1.2 ▲ 2.5 6.1 ▲ 3.1 ▲ 1.8 7.8 7.5 3.8 9.1

普通＋小型＋軽 24.2 14.1 9.9 ▲ 20.2 ▲ 11.9 2.7 1.0 16.0 ▲ 0.1 ▲ 5.8 16.9 21.0 11.6 15.7

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

（％） 乗用車の新車登録・販売台数の車種別寄与度の推移（前年同期（月）比）

（出所） （一社）日本自動車販売協会連合会 「自動車登録統計情報」、（一社）全国軽自動車協会連合会 「軽四輪車 県別新車販売台数」

2023年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2024年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2025年

1月
2月 3月 4月

原数値 27.4 29.3 14.9 25.3 30.0 18.6 10.6 22.6 11.1 10.7 14.0 4.5 ▲ 16.9▲ 20.3▲ 22.4▲ 17.9 ▲ 8.5 ▲ 9.1 8.6 ▲ 1.6 0.9 7.9 ▲ 0.1 ▲ 5.8 16.9 21.0 11.6 15.7

季節調整値 ▲ 3.2 1.7 5.8 9.6 13.6 15.6 16.9 19.7 17.9 16.4 17.7 17.6 13.5 8.8 3.9 0.6 ▲ 1.7 ▲ 3.8 ▲ 3.9 ▲ 5.3 ▲ 6.0 ▲ 6.1 ▲ 7.1 ▲ 7.8 ▲ 5.3 ▲ 1.9 2.1 4.7

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

（前年同月比・％） 乗用車の新車登録・販売台数（乗用車計）の推移

（注）乗用車計は、普通乗用車、小型乗用車、軽乗用車の合計。

季節調整済値は、元データの12か月移動平均値。

（出所） （一社）日本自動車販売協会連合会 「自動車登録統計情報」、（一社）全国軽自動車協会連合会 「軽四輪車 県別新車販売台数」

5/8～、

新型コロナ

「５類」移行

24年1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 25年1 2 3 4

FCV（燃料電池自動車）（台数） 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0

ＥＶ（電気自動車）（台数） 17 25 35 20 27 26 18 17 28 14 26 31 24 19 28 20

ＰＨＶ（プラグインハイブリッド自動車）（台数） 40 58 59 40 24 24 52 29 33 41 53 59 52 37 56 56

ＨＶ（ハイブリッド自動車）（台数） 1,488 1,636 2,288 1,412 1,261 1,500 1,854 1,486 1,853 1,913 1,939 1,430 1,741 1,935 2,365 1,484

エコカー合計・前年同月比（％） 2.7 ▲ 1.0 ▲ 4.1 ▲ 2.5 ▲ 4.2 ▲ 15.8 15.5 9.2 11.5 11.7 9.0 ▲ 2.1 17.6 15.8 2.8 6.0

乗用エコカー率（軽を除く）（％） 62.5 65.4 67.3 61.7 57.9 58.8 60.7 61.5 60.8 57.6 64.8 64.0 64.2 62.5 61.8 59.4

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

乗用エコカー新車販売台数の推移（滋賀県）（台） （％）

（出所）（一社）日本自動車販売協会連合会「自動車登録統計情報」

1,312

2,382

1,560

2,449
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【ご参考：石油製品小売市況の推移】 

・５月 26 日現在のレギュラーガソリン・現金価格は、178.2 円/ℓとなり、１

月 14日以来、約４か月ぶりの 170円台となった。 

 

 

 

４．民間設備投資…「民間非居住用建築物着工床面積」は前年に大

型着工があった影響で、４か月連続で大幅減少 
・「民間非居住用建築物着工床面積」（25年４月）は 45,786㎡、前年同月比▲

55.1％となり、４か月連続で大幅減少している。ただし、前年同月は竜王町

で大型物流施設の着工があり、全体で 10万平米を超えていた（102,049㎡）。 

・用途別にみると、「鉱工業用」（37,333㎡、同＋424.9％）は４か月ぶりに大

幅増加、「商業用」（1,751 ㎡、同▲87.4％）は２か月連続で大幅減少、「サ

ービス業用」（6,257 ㎡、同▲91.1％）は２か月ぶりに大幅減少した。これ

らの結果、３業用計（45,341 ㎡、同▲50.3％）は４か月連続の大幅減少と

なった。 

 

 
（注）「鉱工業用」は、「鉱業、採石業、砂利採取業、建設業用」と「製造業用」の合計。 

   「商業用」は、「卸売業、小売業用」および「金融業、保険業用」「不動産業用」の合計。 

   「サービス業用」は、「電気・ガス・熱供給・水道業用」および「情報通信業用」「運輸業用」「宿泊業、飲 

食サービス業用」「教育、学習支援業用」「医療、福祉用」「その他のサービス業用」の合計。 
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1-3月期
4-6月期 7-9月期

10-12月

期

2025年

1-3月期

2024年

11月
12月

2025年

1月
2月 3月 4月

サービス業用 18,852 26,447 219,828 40,450 89,028 32,760 39,421 62,848 6,659 18,835 7,801 9,234 45,813 6,257

商業用 11,170 8,359 24,284 25,216 26,623 14,988 26,331 32,801 13,767 6,321 15,055 10,077 7,669 1,751

鉱工業用 116,401 96,395 33,513 179,153 47,123 175,252 36,327 58,643 10,108 22,846 12,986 17,469 28,188 37,333

３業用計 ▲ 10.8 ▲ 23.0 203.3 ▲ 1.0 11.2 70.0 ▲ 63.2 ▲ 37.0 ▲ 85.1 43.9 ▲ 52.7 ▲ 22.4 ▲ 32.9 ▲ 50.3

非居住用 ▲ 7.3 ▲ 19.0 185.7 0.5 9.9 59.3 ▲ 62.1 ▲ 28.8 ▲ 84.0 34.6 ▲ 46.2 ▲ 23.9 ▲ 19.7 ▲ 55.1
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（出所） 国土交通省 「建築着工統計調査」
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・トラック新車登録台数（25 年４月）は、「普通トラック（１ナンバー車）」

（115台、前年同月比▲5.0％）が３か月ぶりに減少したものの、「小型四輪

トラック（４ナンバー車）」（163台、同＋13.2％）が３か月連続で大幅増加

している。これらの結果、２車種合計（278 台、同＋4.9％）は３か月連続

で増加している。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・当社が今年２月に実施した「県内企業動向調査」（有効回答数 241社）によ

ると、今期（25 年１－３月期）に設備投資を実施した（する）企業の割合

は 53％で、前期（56％）から３ポイント低下するも、４四半期連続で 50％

を上回った。来期（４－６月期）は 46％となり、50％を下回る見通しであ

る。 

・当期の設備投資「実施」（予定を含む）企業の主な投資内容は、「生産・営業

用設備の更新」と「車両の購入」（ともに 37％）が最も多く、次いで「ＯＡ

機器の購入」（36％）となった。 

・業種別にみると、製造業では「生産・営業用設備の更新」（58％）が最も多

く、次いで「生産・営業用設備の新規導入」（27％）、「ＯＡ機器の購入」（26％）

となり、非製造業では「車両の購入」（51％）が最も多く、次いで「ＯＡ機

器の購入」（44％）、「生産・営業用設備の更新」（22％）となった。 

 

 
 

 

 

 

2023年

4-6月

期
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期
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月期
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期

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2025年

1-3月

期

2024年

11月
12月

2025年

1月
2月 3月 4月

合計 19.8 15.9 11.0 ▲ 33.7 4.8 ▲ 1.6 ▲ 22.6 16.3 ▲ 22.5 ▲ 31.3 ▲ 17.4 26.2 37.9 4.9

普通トラック 36.5 45.8 37.1 ▲ 6.3 32.8 ▲ 7.1 ▲ 14.2 0.5 ▲ 13.4 ▲ 20.9 ▲ 19.6 2.8 12.0 ▲ 5.0

小型四輪トラック 11.2 0.0 ▲ 1.2 ▲ 47.0 ▲ 12.8 2.7 ▲ 28.1 30.0 ▲ 28.3 ▲ 37.9 ▲ 16.0 50.5 63.5 13.2
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（％） トラックの新車登録台数の推移（前年同期（月）比）

（出所） （一社）日本自動車販売協会連合会 「自動車登録統計情報」
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５．住宅投資…「新設住宅着工戸数」は２か月ぶりに大幅減少 
・「新設住宅着工戸数」（25 年４月）は 324 戸、前年同月比▲64.4％となり、

２か月ぶりの大幅減少となった。また、前月から▲840戸と、大幅減少した。

今年４月から全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合が義務付けされる

のを前に、３月には駆け込み着工が発生しており、その反動で大幅減少し

た。 

・利用関係別では、「持家」は 143戸、同▲52.3％で、２か月ぶりに大幅減少

し（大津市 35戸など）、「貸家」は 60戸、同▲81.4％で、２か月ぶりに大幅

減少した（大津市 24戸など）。「分譲住宅」は 111戸、同▲61.2％で、２か

月ぶりの大幅減少となり（草津市 83戸など）、うち「一戸建て」は 39戸と

２か月ぶりに減少（前年差▲63戸）、「分譲マンション」は 72戸で４か月ぶ

りに減少した（同▲112戸）。「給与住宅」は 10戸（東近江市）。 

・新設住宅着工の「床面積」（４月）は 28,620㎡、前年同月比▲62.0％と２か

月ぶりの大幅減少となった。利用関係別では、「持家」は 15,553 ㎡、同▲

54.7％と２か月ぶりに大幅減少、「貸家」は 2,744㎡、同▲82.8％と２か月

ぶりに大幅減少、「分譲住宅」も 9,985㎡、同▲59.9％と２か月ぶりに大幅

減少した。 
 

 

1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3

19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年

生産・営業用設備の更新 42 40 45 42 37 29 35 33 35 41 41 41 39 38 41 37 41 43 45 41 35 46 32 34 37

生産・営業用設備の新規導入 30 26 29 28 27 22 26 20 27 20 30 31 22 26 28 28 28 25 27 22 25 22 21 21 20

車両の購入 30 31 31 24 30 30 28 25 29 29 21 26 24 22 23 28 28 23 25 31 34 27 26 27 37

ＯＡ機器の購入 23 30 26 32 38 29 24 30 29 27 25 23 27 22 24 28 25 23 21 32 28 25 21 29 36

ソフトウェアの購入 23 20 22 24 22 19 18 19 18 16 17 24 22 20 12 24 18 22 13 20 23 18 20 24 18
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分譲住宅 497 353 447 305 746 317 280 338 98 90 70 69 199 111

給与住宅 54 124 52 2 34 7 4 9 0 1 3 1 5 10

貸家 785 860 974 582 905 1,057 944 912 269 303 236 192 484 60

持家 975 1,035 935 885 898 978 1,001 928 362 277 208 244 476 143
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（戸） 新設住宅着工戸数の推移（利用関係別）
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（出所） 国土交通省 「建築着工統計調査」
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2023年

4-6月期
7-9月期

10-12月

期

2024年

1-3月期
4-6月期 7-9月期

10-12月

期

2025年

1-3月期

2024年

11月
12月

2025年

1月
2月 3月 4月

総戸数 ▲ 1.9 ▲ 9.0 ▲ 22.2 ▲ 14.5 11.8 ▲ 0.5 ▲ 7.4 23.3 ▲ 8.6 ▲ 17.4 0.4 ▲ 18.0 81.3 ▲ 64.4

持家 ▲ 11.4 ▲ 9.4 ▲ 13.5 ▲ 0.6 ▲ 7.9 ▲ 5.5 7.1 4.9 9.0 ▲ 1.1 ▲ 15.4 ▲ 16.4 37.2 ▲ 52.3

貸家 ▲ 20.1 ▲ 22.2 2.3 12.1 15.3 22.9 ▲ 3.1 56.7 ▲ 23.4 36.5 16.8 ▲ 19.3 240.8 ▲ 81.4

分譲住宅 87.5 0.9 ▲ 1.5 ▲ 53.6 50.1 ▲ 10.2 ▲ 37.4 10.8 ▲ 3.0 ▲ 67.0 4.5 ▲ 19.8 30.9 ▲ 61.2
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（％） 新設住宅着工戸数の伸び率の推移（利用関係別）（前年同期（月）比）

（出所） 国土交通省 「建築着工統計調査」
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4-6月期
7-9月期
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期

2024年

1-3月期
4-6月期 7-9月期

10-12月

期

2025年

1-3月期

2024年

11月
12月

2025年

1月
2月 3月 4月

持家 ▲ 5.3 ▲ 4.1 ▲ 4.7 ▲ 0.2 ▲ 3.3 ▲ 2.4 2.7 2.4 3.8 ▲ 0.4 ▲ 7.4 ▲ 7.8 20.1 ▲ 17.3

貸家 ▲ 8.4 ▲ 9.4 0.7 3.0 5.2 8.3 ▲ 1.2 18.6 ▲ 10.3 10.0 6.6 ▲ 7.5 53.3 ▲ 28.8

分譲住宅 9.9 0.1 ▲ 0.2 ▲ 17.0 10.8 ▲ 1.5 ▲ 6.9 1.9 ▲ 0.4 ▲ 22.5 0.6 ▲ 2.8 7.3 ▲ 19.2

給与住宅 2.0 4.4 ▲ 17.9 ▲ 0.3 ▲ 0.9 ▲ 4.9 ▲ 2.0 0.4 ▲ 1.8 ▲ 4.4 0.6 0.0 0.6 0.9

総戸数 ▲ 1.9 ▲ 9.0 ▲ 22.2 ▲ 14.5 11.8 ▲ 0.5 ▲ 7.4 23.3 ▲ 8.6 ▲ 17.4 0.4 ▲ 18.0 81.3 ▲ 64.4
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（％） 新設住宅着工戸数の利用関係別寄与度の推移（前年同期（月）比）

（出所） 国土交通省 「建築着工統計調査」

滋賀県
【新設住宅】利用関係別戸数（単位：戸）
月次集計：2025年4月
県郡市町名 利用関係計 持家 貸家 給与住宅 分譲住宅

滋賀県計 324 143 60 10 111
市部計 321 140 60 10 111
郡部計 3 3 0 0 0
大津市 71 35 24 0 12
彦根市 25 7 18 0 0
長浜市 25 19 4 0 2
近江八幡市 10 9 0 0 1
草津市 104 21 0 0 83
守山市 18 15 0 0 3
栗東市 11 7 0 0 4
甲賀市 2 2 0 0 0
野洲市 9 7 0 0 2
湖南市 5 4 0 0 1
高島市 6 5 0 0 1
東近江市 35 9 14 10 2
米原市 0 0 0 0 0
蒲生郡 2 2 0 0 0
日野町 1 1 0 0 0
竜王町 1 1 0 0 0
愛知郡 1 1 0 0 0
愛荘町 1 1 0 0 0
犬上郡 0 0 0 0 0
豊郷町 0 0 0 0 0
甲良町 0 0 0 0 0
多賀町 0 0 0 0 0
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2023年

4-6月期
7-9月期

10-12月

期

2024年

1-3月期
4-6月期 7-9月期

10-12月

期

2025年

1-3月期

2024年

11月
12月

2025年

1月
2月 3月 4月

分譲住宅 43,796 36,880 42,262 26,700 68,857 31,368 29,952 32,250 10,272 9,862 7,239 7,316 17,695 9,985

給与住宅 2,093 3,425 2,245 317 1,593 1,083 964 1,120 0 412 530 97 493 338

貸家 38,669 40,094 41,446 28,281 43,106 48,911 41,021 42,478 10,615 14,616 12,611 9,105 20,762 2,744

持家 112,192 117,001 105,960 100,915 102,058 109,651 113,000 104,973 41,443 30,804 23,695 27,226 54,052 15,553
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（㎡） 新設住宅着工床面積の推移（利用関係別）
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（出所） 国土交通省 「建築着工統計調査」
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4-6月期
7-9月期
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2024年

1-3月期
4-6月期 7-9月期

10-12月

期

2025年

1-3月期

2024年

11月
12月

2025年

1月
2月 3月 4月

合計 ▲ 3.5 ▲ 10.7 ▲ 18.8 ▲ 17.7 9.6 ▲ 3.2 ▲ 3.6 15.8 1.8 ▲ 18.8 ▲ 1.7 ▲ 18.2 60.7 ▲ 62.0

持家 ▲ 12.7 ▲ 12.5 ▲ 14.9 ▲ 1.4 ▲ 9.0 ▲ 6.3 6.6 4.0 12.5 ▲ 5.2 ▲ 15.4 ▲ 18.6 37.0 ▲ 54.7

貸家 ▲ 15.2 ▲ 21.1 ▲ 11.2 12.0 11.5 22.0 ▲ 1.0 50.2 ▲ 17.7 35.3 27.3 ▲ 16.3 177.0 ▲ 82.8

分譲住宅 53.5 3.2 ▲ 7.8 ▲ 56.4 57.2 ▲ 14.9 ▲ 29.1 20.8 ▲ 4.7 ▲ 58.8 4.6 ▲ 17.8 62.7 ▲ 59.9
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（％） 新設住宅着工床面積の伸び率の推移（利用関係別）（前年同期（月）比）

（出所） 国土交通省 「建築着工統計調査」
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（出所） 国土交通省 「建築着工統計調査」
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（戸） 分譲マンション着工戸数の推移

（出所） 国土交通省 「建築着工統計調査」
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・25年４月の分譲マンション新規販売率（新規販売戸数65戸/新規供給戸数123

戸）は52.8％となった。好不調の境目といわれる70％を５か月連続で下回

った（参考：近畿全体では77.0％）。平均住戸面積は71.04㎡、平均販売価

格は4,381万円。 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．公共投資…「請負金額」は２か月ぶりに大幅減少 
・西日本建設業保証㈱の保証による公共工事の保証件数（25 年４月）は 251

件、前年同月比▲15.5％で、２か月ぶりに大幅減少し、請負金額も約 306億

円、同▲19.8％と、２か月ぶりに大幅減少した。 

 

・発注者別請負金額は、 

 「国」  ：約７億円、前年同月比▲2.5％ 

 「独立行政法人」 

：約 79億円、同▲27.0％ 

 「県」  ：約 129億円、同▲21.3％ 

 「市町」 ：約 47億円、同▲52.0％ 

 「その他」：約 43億円、同＋1,001.0％ 

 

 
 

 

 

 

 

24年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

25年

1月
2月 3月 4月

新規供給戸数 8 56 89 110 135 185 277 299 455 472 500 609 43 59 91 123

うち販売戸数 6 30 45 53 74 100 174 188 329 341 357 397 15 28 56 65

販売率(%) 75.0 53.6 50.6 48.2 54.8 54.1 62.8 62.9 72.3 72.2 71.4 65.2 34.9 47.5 61.5 52.8

0.0
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（販売率・％）（戸数） 新規販売マンションの販売率の推移

（注）両戸数とも各年１月からの累計 （出所） （株）長谷工総合研究所 「Comprehensive Real-estate Ｉnformation」

2023年

4-6月期
7-9月期

10-12月

期

2024年

1-3月期
4-6月期 7-9月期

10-12月

期

2025年

1-3月期

2024年

11月
12月

2025年

1月
2月 3月 4月

国 3,523 2,657 2,234 6,207 4,993 1,987 2,197 2,450 684 530 322 570 1,558 709

独立行政法人 38,551 4,100 5,736 4,096 37,403 2,746 13,445 15,689 1,015 12,032 0 391 15,298 7,850

県 22,774 10,292 8,807 4,189 23,571 8,430 9,572 5,527 2,905 2,847 1,728 856 2,943 12,945

市町 9,935 11,878 10,073 7,824 19,124 15,229 13,199 7,166 4,368 4,473 4,346 1,445 1,375 4,698

その他 3,597 887 2,992 2,836 1,251 3,496 396 42 14 166 0 293 -251 4,349
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10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000
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（百万円） 公共工事請負額の発注者別の推移

30,879

78,389

29,821 29,850

25,156

86,348

31,894

6,398

38,814

3,558

20,923

30,553

8,987

20,050

（出所） 西日本建設業保証（株） 「滋賀県の公共工事動向」
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７．雇用…「有効求人倍率」は前月からほぼ横ばい 
・「新規求人数（パートを含む）」（25年４月）は 7,879人、前年同月比▲2.9％

で、３か月連続で減少。「新規求職者数（同）」は 6,250 人、同＋1.3％で、

２か月連続で増加。 

・「新規求人倍率（パートを含む、季節調整値）」は 1.67倍で、前月からほぼ

横ばい（前月差▲0.01ポイント）。また、「有効求人倍率（同）」も前月から

ほぼ横ばいの 1.02 倍（同＋0.01 ポイント）となり、「就業地別の有効求人

倍率（同）」は前月から横ばいの 1.29倍（同±0.00ポイント）となった。 

・雇用形態別の有効求人倍率（原数値）は、「常用パート」が 0.81倍となり、

２か月連続で大幅低下した（同▲0.16 ポイント）。「正社員」は 0.74 倍で、

４か月連続で低下した（同▲0.02ポイント）。 

・県内安定所別の有効求人倍率（パートを含む、原数値）を高い順にみると、 

「高島」：1.24倍で、２か月ぶりに大幅上昇（同＋0.14ポイント）。 

「彦根」：1.17倍で、４か月連続で低下（前月差▲0.08ポイント）。 

「長浜」：0.99倍で、２か月連続かつ大幅低下（同▲0.16ポイント）。 

「甲賀」：0.92倍で、２か月連続で低下（同▲0.04ポイント）。 

「草津」：0.92倍で、２か月連続で大幅低下（同▲0.15ポイント）。 

「東近江」：0.87倍で、２か月連続かつ大幅低下（同▲0.15ポイント）。 

「大津」：0.82倍で、３か月連続で低下（同▲0.07ポイント）。 

・産業別の「新規求人数」は、 

 「建設業」：542人、前年同月比▲4.9％で、２か月連続で減少。 

 「製造業」：1,182人、同▲16.2％で、２か月ぶりに大幅減少。 

 「卸売・小売業」：710人、同＋5.0％で、２か月ぶりに増加。 

 「医療、福祉」：1,774人、同▲11.1％で、２か月連続かつ大幅減少。 

 「サービス業」：1,307人、同＋9.2％で、３か月ぶりに増加。 

 「公務、他」：324人、同▲5.5％で、５か月ぶりに減少。 

・「雇用保険受給者実人員数」は 5,582人、同▲1.3％と、３か月連続で減少。 

・「常用雇用指数（事業所規模 30 人以上、2020 年＝100）」（３月）は 102.4、

同▲1.0％で、３か月連続で低下。また、「製造業の所定外労働時間指数（同）」

は 112.1、同＋6.2％で、４か月連続で上昇。 

・「完全失業率」(25年１－３月期）は2.2％で、前期から横ばい（前期比±0.0

ポイント）。 

 

 

2023年

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2024年

1-3月

期

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2025年

1-3月

期

2024年

11月
12月

2025年

1月
2月 3月 4月

国 ▲ 3.0 1.0 3.2 ▲ 1.0 1.9 ▲ 2.2 ▲ 0.1 ▲ 14.9 ▲ 2.9 2.6 ▲ 7.8 ▲ 26.6 ▲ 13.8 0.0

独立行政法人 34.5 ▲ 8.1 ▲ 2.7 0.7 ▲ 1.5 ▲ 4.5 25.8 46.1 ▲ 15.3 128.4 ▲ 4.7 6.7 78.7 ▲ 7.6

県 ▲ 10.4 ▲ 4.0 ▲ 4.5 ▲ 4.1 1.0 ▲ 6.2 2.6 5.3 8.4 2.6 8.3 ▲ 8.2 8.6 ▲ 9.2

市町 ▲ 6.8 3.3 6.2 ▲ 15.9 11.7 11.2 10.5 ▲ 2.6 17.9 9.2 25.4 ▲ 4.1 ▲ 12.9 ▲ 13.4

その他 2.6 ▲ 1.4 9.3 4.9 ▲ 3.0 8.7 ▲ 8.7 ▲ 11.1 ▲ 21.3 0.9 ▲ 8.2 6.1 ▲ 17.9 10.4

合計 17.0 ▲ 9.2 11.5 ▲ 15.4 10.2 7.0 30.0 22.8 ▲ 13.1 143.6 12.9 ▲ 26.2 42.7 ▲ 19.8





▲ 50.0

0.0

50.0

100.0

150.0

（％） 公共工事請負額の発注者別寄与度の推移（前年同期（月）比）

（出所） 西日本建設業保証（株） 「滋賀県の公共工事動向」

2023年

4-6月期
7-9月期

10-12月

期

2024年

1-3月期
4-6月期 7-9月期

10-12月

期

2025年

1-3月期

2024年

11月
12月

2025年

1月
2月 3月 4月

請負件数 570 573 581 274 633 582 564 290 164 170 119 71 100 251

請負件数前年比

（右目盛）
0.2 ▲ 9.5 13.5 ▲ 20.6 11.1 1.6 ▲ 2.9 5.8 ▲ 1.8 ▲ 12.4 12.3 ▲ 11.2 13.6 ▲ 15.5
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（件） 公共工事請負件数の推移（前年同期（月）比）

（出所） 西日本建設業保証（株） 「滋賀県の公共工事動向」
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2023年

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2024年

1-3月

期

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2025年

1-3月

期

2024年

11月
12月

2025年

1月
2月 3月 4月

新規求人数 ▲ 2.0 ▲ 4.6 ▲ 10.7▲ 11.3 ▲ 6.6 ▲ 3.4 0.6 ▲ 0.8 ▲ 7.2 6.2 1.4 ▲ 1.2 ▲ 2.7 ▲ 2.9

新規求職者数 ▲ 0.8 2.3 4.6 ▲ 0.5 ▲ 1.3 ▲ 3.0 ▲ 1.0 ▲ 3.1 ▲ 1.5 ▲ 2.0 1.9 ▲ 10.5 1.2 1.3





 

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

（％） 新規求人数と新規求職者数の推移（パートを含む）（前年同期（月）比）

（出所） 滋賀労働局 「職業安定業務月報」

2024年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2025年

1月
2月 3月 4月

新規求人倍率 1.70 1.56 1.78 1.78 1.69 1.76 1.83 1.80 1.80 1.85 1.67 1.83 1.69 1.72 1.68 1.67

有効求人倍率（受理地別） 1.00 0.98 0.99 1.00 0.99 0.99 0.99 1.00 1.02 1.02 1.01 1.01 1.01 1.03 1.01 1.02

有効求人倍率（就業地別） 1.24 1.22 1.23 1.25 1.24 1.25 1.24 1.25 1.27 1.29 1.28 1.30 1.30 1.30 1.29 1.29





 






 










      

    

0.80
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1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

（倍） 求人倍率の推移（パートを含む、季節調整済値）

（出所） 滋賀労働局 「職業安定業務月報」

2024年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2025年

1月
2月 3月 4月

大津 1.11 1.08 1.00 0.87 0.86 0.88 0.89 0.92 0.93 0.92 0.93 0.98 1.02 0.99 0.89 0.82

高島 1.17 1.08 1.05 1.00 0.92 0.94 1.03 0.98 0.98 0.92 0.97 1.22 1.10 1.12 1.10 1.24

長浜 1.18 1.17 1.12 1.03 0.98 0.95 0.95 0.99 0.99 1.07 1.16 1.20 1.17 1.18 1.15 0.99

彦根 1.26 1.22 1.19 1.10 1.09 1.10 1.10 1.20 1.23 1.21 1.20 1.39 1.38 1.37 1.25 1.17

東近江 0.99 1.03 0.99 0.87 0.78 0.78 0.81 0.84 0.88 0.89 0.87 0.91 0.99 1.05 1.02 0.87

甲賀 1.08 0.99 0.85 0.78 0.81 0.82 0.86 0.86 0.96 0.98 1.00 1.07 1.04 1.08 0.96 0.92

草津 1.17 1.17 1.06 0.94 0.92 0.92 0.96 1.02 1.08 1.12 1.12 1.21 1.27 1.32 1.07 0.92
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（倍）
県内の安定所別の有効求人倍率の推移（パートを含む、原数値）

（出所） 滋賀労働局 「職業安定業務月報」

2023年

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2024年

1-3月

期

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2025年

1-3月

期

2024年

11月
12月

2025年

1月
2月 3月 4月

産業計 ▲ 2.0 ▲ 4.6 ▲ 10.7▲ 11.3 ▲ 6.6 ▲ 3.4 0.6 ▲ 0.8 ▲ 7.2 6.2 1.4 ▲ 1.2 ▲ 2.7 ▲ 2.9

建設業 ▲ 1.6 ▲ 1.8 ▲ 6.1 ▲ 4.3 ▲ 3.5 ▲ 2.0 6.3 ▲ 1.6 24.0 2.3 ▲ 9.5 15.4 ▲ 7.9 ▲ 4.9

製造業 ▲ 6.7 ▲ 15.7▲ 19.9▲ 20.7 ▲ 9.7 ▲ 8.0 ▲ 5.4 ▲ 6.9 ▲ 18.5 0.9 ▲ 5.8 ▲ 14.6 0.0 ▲ 16.2

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

（％） 産業別新規求人数の推移①（前年同期（月）比）

（注）「産業計」はその他の産業を含む。

（出所） 滋賀労働局 「職業安定業務月報」
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2023年

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2024年

1-3月

期

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2025年

1-3月

期

2024年

11月
12月

2025年

1月
2月 3月 4月

卸売・小売業 1.8 2.9 4.3 ▲ 5.0 ▲ 16.9 ▲ 3.0 ▲ 5.2 ▲ 13.0 ▲ 8.2 ▲ 12.7▲ 23.5 12.3 ▲ 22.5 5.0

医療、福祉 3.2 0.4 ▲ 1.1 ▲ 7.1 ▲ 1.3 ▲ 0.1 1.5 2.5 ▲ 2.0 ▲ 6.2 ▲ 1.1 9.4 ▲ 0.2 ▲ 11.1

サービス業 ▲ 6.7 ▲ 6.2 ▲ 11.9 ▲ 5.6 ▲ 0.8 ▲ 0.2 ▲ 1.2 ▲ 7.6 ▲ 20.1 21.0 6.5 ▲ 23.3 ▲ 4.2 9.2

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

（％） 産業別新規求人数の推移②（前年同期（月）比）

（出所） 滋賀労働局 「職業安定業務月報」

2023年

4-6月期
7-9月期

10-12月

期

2024年

1-3月期
4-6月期 7-9月期

10-12月

期

2025年

1-3月期

2024年

11月
12月

2025年

1月
2月 3月 4月

建設業 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.4 ▲ 0.3 ▲ 0.2 ▲ 0.1 0.4 ▲ 0.1 1.4 0.2 ▲ 0.6 0.8 ▲ 0.6 ▲ 0.3

製造業 ▲ 1.2 ▲ 3.0 ▲ 3.6 ▲ 3.2 ▲ 1.7 ▲ 1.4 ▲ 0.9 ▲ 0.9 ▲ 3.2 0.1 ▲ 0.8 ▲ 1.8 0.0 ▲ 2.8

卸売・小売業 0.2 0.3 0.3 ▲ 0.4 ▲ 1.7 ▲ 0.3 ▲ 0.5 ▲ 1.0 ▲ 0.7 ▲ 1.1 ▲ 2.1 0.8 ▲ 1.9 0.4

医療、福祉 0.7 0.1 ▲ 0.2 ▲ 1.5 ▲ 0.3 0.0 0.4 0.5 ▲ 0.5 ▲ 1.7 ▲ 0.3 1.8 0.0 ▲ 2.7

サービス業 ▲ 1.0 ▲ 0.9 ▲ 1.7 ▲ 0.7 ▲ 0.1 0.0 ▲ 0.2 ▲ 1.0 ▲ 2.8 2.6 0.8 ▲ 3.2 ▲ 0.6 1.4

公務、他 0.1 0.4 ▲ 3.3 ▲ 2.7 ▲ 0.7 ▲ 0.2 2.0 1.1 ▲ 1.0 7.0 1.8 1.3 0.0 ▲ 0.2

産業計 ▲ 2.0 ▲ 4.6 ▲ 10.7 ▲ 11.3 ▲ 6.6 ▲ 3.4 0.6 ▲ 0.8 ▲ 7.2 6.2 1.4 ▲ 1.2 ▲ 2.7 ▲ 2.9

▲ 12.0

▲ 10.0

▲ 8.0

▲ 6.0

▲ 4.0

▲ 2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

（％） 新規求人数の産業別寄与度の推移（前年同期（月）比）

（出所） 滋賀労働局 「職業安定業務月報」

2023年

4-6月期
7-9月期

10-12月

期

2024年

1-3月期
4-6月期 7-9月期

10-12月

期

2025年

1-3月期

2024年

11月
12月

2025年

1月
2月 3月 4月

人員数 16,204 17,135 16,194 15,330 17,550 18,030 16,416 15,262 5,327 5,241 5,353 5,024 4,885 5,582

前年同月比 1.8 3.9 9.5 10.3 8.3 5.2 1.4 ▲ 0.4 ▲ 2.3 2.9 1.7 ▲ 1.2 ▲ 2.0 ▲ 1.3

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0
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5.0

10.0
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（％）（人） 雇用保険受給者実人員数の推移

（出所）滋賀労働局 「職業安定業務月報」

2023年

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2024年

1-3月

期

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2025年

1-3月

期

2024年

10月
11月 12月

2025年

1月
2月 3月

常用雇用指数 4.1 5.7 4.3 2.5 1.4 1.2 0.5 ▲ 0.5 0.6 0.5 0.5 ▲ 0.2 ▲ 0.2 ▲ 1.0

所定外労働時間指数 ▲ 9.9 ▲ 12.3 ▲ 11.4 ▲ 9.4 ▲ 2.1 ▲ 0.7 ▲ 0.5 13.6 1.4 ▲ 4.1 1.5 17.9 17.8 6.2

名目現金給与総額 ▲ 0.3 ▲ 1.8 ▲ 1.1 1.4 5.4 2.7 4.5 3.0 2.5 0.6 7.3 6.7 1.8 0.5

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

（％） 常用雇用指数と所定外労働時間指数の推移（前年同期（月）比）

（出所）滋賀県 「毎月勤労統計調査地方調査月報」
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８．企業倒産…「負債総額」は２か月ぶりに増加 
・㈱東京商工リサーチ滋賀支社のまとめによる「負債総額 10百万円以上」の

25 年４月の倒産件数は８件（前年差▲１件）となった。負債総額は 235 百

万円（同＋79百万円）で２か月ぶりに増加した。 

・業種別では、「サービス業他」が５件、「建設業」「小売業」「運輸業」が各１

件。原因別では、「販売不振」が８件。資本金別では、「個人企業他」が６件、

「１千万円未満」「１千万円以上～５千万円未満」が各１件。 

 

【25年４月の県内の主な倒産】 
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（件） 企業倒産の件数の推移

（出所）（株）東京商工リサーチ滋賀支店 「滋賀県企業倒産状況」
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（百万円） 企業倒産の負債額の推移

（出所）（株）東京商工リサーチ滋賀支店 「滋賀県企業倒産状況」

商 号 負債額 
(百万円) 

倒産原因 
倒産 

形態 
業 種 

㈱ｶｰﾄﾞｯｸｵｵﾆｼ 150 販売不振 破産 
新車・中古車販売、

自動車整備業 

㈱アプロ 20 販売不振 破産 広告代理業 

ソラフネ 15 販売不振 破産 
一般貨物自動車運送

業 

からだ元気治療院

心陽守山店 
10 販売不振 

民事 

再生法 
マッサージ業ほか 

つきあかり整体院 10 販売不振 破産 整体院経営 
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【ご参考】 

・雇用保険適用状況における「廃止」事業所数の推移をみると、25年４月は65

事業所で、前年差▲47事業所となり、３か月連続で減少している。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．県内主要観光地の観光客数 
【①大津地域】 

  ミシガン＋ビアンカ………………25年４月 10,788人（前年比＋8.2％） 

  道の駅：びわ湖大橋米プラザ…………４月 52,135人（同＋30.7％） 

道の駅：妹子の郷………………………４月 69,000人（同▲2.8％） 

奥比叡ドライブウェイ…………………４月 20,668人（同▲2.2％） 

 びわ湖バレイ……………………………４月  8,015人（同▲65.0％）             

 

【②南部地域】 

県立琵琶湖博物館………………………４月 33,077人（同▲3.6％） 

 道の駅：草津……………………………４月 16,647人（同＋1.5％） 

 道の駅：こんぜの里りっとう…………４月  3,014人（同▲8.8％） 

 道の駅：アグリの郷栗東………………４月 32,849人（同▲3.5％） 

ファーマーズマーケットおうみんち……４月 32,459人（同▲2.4％） 

めんたいパークびわ湖…………………４月 84,243人（同＋1.5％） 

 

【③甲賀地域】 

 県立陶芸の森……………………………４月 25,456人（同▲32.2％） 

  ＭＩＨＯ ＭＵＳＥＵＭ………………４月 28,042人（同▲2.6％） 

 道の駅：あいの土山……………………４月 改装中のため休館 

  

【④東近江地域】 

ラ コリーナ近江八幡 …………………４月187,153人（前年比＋13.9％） 

休暇村 近江八幡………………………４月  7,999人（同▲10.0％） 

安土(城郭資料館＋信長の館)…………４月  7,149人（同＋1.6％） 

道の駅：竜王かがみの里………………４月 47,085人（同＋8.0％） 

道の駅：アグリパーク竜王……………４月 51,681人（同▲3.5％） 

道の駅：奥永源寺渓流の里……………４月 30,993人（同▲5.8％） 

道の駅：あいとうﾏｰｶﾞﾚｯﾄｽﾃｰｼｮﾝ ……４月 63,329人（同＋17.4％） 

 滋賀農業公園ブルーメの丘……………４月 42,895人（同▲7.0％） 
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【⑤湖東地域】 

彦根城……………………………………４月 83,919人（前年比▲4.0％） 

亀の井ホテル……………………………４月  3,229人（同＋4.9％） 

道の駅：せせらぎの里こうら…………４月 18,098人（同▲1.8％） 

 

【⑥湖北地域】 

  道の駅：近江母の郷……………………４月 21,296人（同＋4.9％） 

長浜城｢歴史博物館｣……………………４月 10,619人（同▲10.0％） 

 長浜｢黒壁スクエア｣……………………４月146,858人（同＋2.4％） 

 道の駅：伊吹の里・旬彩の森…………４月 32,293人（同▲3.0％） 

  道の駅：塩津海道あぢかまの里………４月 50,523人（同▲4.3％） 

 道の駅：湖北みずどりステーション…４月 17,093人（同▲7.1％） 

 

【⑦湖西地域】 

 県立びわ湖こどもの国…………………４月 19,713人（同▲21.3％） 

  道の駅：藤樹の里あどがわ……………４月 84,161人（同＋2.2％） 

 道の駅：くつき新本陣…………………４月 21,922人（同▲22.6％） 

 道の駅：マキノ追坂峠…………………４月 33,115人（同＋14.7％） 

 

【⑧その他】 

主要３シネマコンプレックス…………４月 31,433人（同▲18.6％） 
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2025年

1-3月

期

2024年

11月
12月

2025年

1月
2月 3月 4月

①大津地域小計（5か所） 2.3 9.9 ▲ 11.5 ▲ 6.2 ▲ 7.7 ▲ 4.1 1.2 13.8 ▲ 3.2 8.9 36.5 ▲ 2.6 11.7 ▲ 2.6

②南部地域小計（6か所） ▲ 4.2 ▲ 1.8 0.5 16.7 10.6 8.2 1.0 ▲ 4.5 5.1 4.5 ▲ 2.4 ▲ 18.1 6.6 ▲ 1.0

③甲賀地域小計（3か所） 13.0 18.2 ▲ 1.3 36.2 9.9 ▲ 10.0 ▲ 15.6 ▲ 52.1 ▲ 25.7 ▲ 24.8 ▲ 51.8 ▲ 57.9 ▲ 49.6 ▲ 31.8

④東近江地域小計（8か所） 8.5 17.8 18.6 ▲ 11.3 ▲ 26.5 ▲ 28.3 ▲ 31.1 ▲ 15.4 ▲ 29.3 ▲ 27.4 ▲ 19.0 ▲ 40.5 15.1 6.8
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（％） 県内主要観光地の入込客数の推移①（前年同期（月）比）
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⑤湖東地域小計（3か所） 8.7 17.4 16.9 ▲ 1.1 3.2 ▲ 2.9 ▲ 4.3 ▲ 2.4 ▲ 6.5 ▲ 0.6 0.5 ▲ 24.4 10.2 ▲ 3.4

⑥湖北地域小計（6か所） 4.4 12.5 8.6 2.0 6.0 11.2 1.2 ▲ 0.4 1.0 0.7 17.2 ▲ 33.3 16.7 ▲ 0.5

⑦湖西地域小計（4か所） ▲ 2.8 3.1 1.7 ▲ 2.1 9.9 4.6 1.9 5.4 0.4 7.1 20.9 ▲ 14.8 11.0 ▲ 3.4

主要3シネマコンプレックス 30.3 ▲ 23.2 ▲ 14.1 14.4 ▲ 38.1 ▲ 4.1 ▲ 28.0 ▲ 19.9 ▲ 40.8 ▲ 12.5 ▲ 4.0 ▲ 35.3 ▲ 21.0 ▲ 18.6
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（％） 県内主要観光地の入込客数の推移②（前年同期（月）比）
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【ご参考】 

・25年３月の県内の延べ宿泊者数（第２次速報値）は415,170人泊、前年同月

比＋0.1％となった。 

・タイプ別にみると、ウエイトの高い「ビジネスホテル」（169,390人泊、前

年同月比▲13.6％）をはじめ、「旅館」（68,930人泊、同▲15.6％）、「シ

ティホテル」（43,010人泊、同▲0.8％）がマイナスとなったものの、「リ

ゾートホテル」（98,780人泊、同＋50.9％）が大幅プラスとなった。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

《トピックス》 

【2022年度 県民経済計算の推計結果】 

（滋賀県統計課まとめ） 

－滋賀県の経済成長率は、名目・実質ともに 

２年連続の上昇－ 
 

■推計結果のポイント 

〇2022年度における滋賀県の経済成長率(県内総生産の前年度比) 

名目：1.7％で２年連続の上昇（国:2.3％で２年連続の上昇） 

物価の影響を除いた実質：1.5％で２年連続の上昇（国:1.4％で２年連続の

上昇） 

〇１人当たり県民所得 

329万円２千円で前年度比＋2.8％、２年連続の上昇 

（国:327万８千円で同＋4.1％、２年連続の上昇） 

 

■県内総生産[生産側] 

〇名目７兆60億円、実質７兆1,262億円。 

前年度比(経済成長率)名目＋1.7％、実質＋1.5％。 

国内総生産(名目)に占める本県の割合は、1.24％(前年度1.24％) 

〇県内総生産における産業別構成比は第１次産業0.5％(前年度0.5％)、第２

次産業46.9％(同48.7％)、第３次産業52.1％(同50.5％) 

(県内総生産には「輸入品に課される税・関税」等が含まれるため、産業別

構成比の合計は100％にならない) 

〇県内総生産に占める製造業の構成比は41.8％(同43.8％)。 

〇主要産業である製造業は、 原材料費の高騰などの影響により２兆9,251億

円で前年度比▲3.1％だったが、新型コロナウイルス感染症拡大等により、

20年度から大きく落ち込んでいた運輸・郵便業および宿泊・飲食サービス

業はそれぞれ前年度比＋12.1％および＋36.4％と大きく回復した。 
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簡易宿所、他 20,430 39,440 18,660 38,530 66,790 34,160 27,730 24,710 21,100 19,240 21,740 28,190 27,360 48,990 44,940 45,740 78,700 44,930 35,440 35,390 18,890 29,540 24,360 35,060

シティホテル 14,530 15,880 18,240 39,130 49,050 41,360 42,730 44,690 39,770 30,320 30,750 43,350 41,670 45,830 34,370 36,870 53,240 41,740 45,580 46,920 44,410 29,830 28,900 43,010
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旅館 62,640 59,360 56,870 61,200 73,370 52,250 73,800 63,160 56,810 52,570 54,790 81,630 86,650 78,580 63,110 64,130 94,630 60,710 73,340 80,630 67,280 52,760 53,130 68,930
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■[支出側] 総生産額は生産側と同じ 

〇民間最終消費支出は３兆3,381億円で前年度比＋5.9％で、このうち９割以

上を占める家計最終消費支出は３兆2,416億円で同＋6.1％となった。 

〇地方政府等最終消費支出は9,469億円で同＋2.4％。 

〇総固定資本形成は２兆1,008億円で同＋10.8％で、このうち約７割を占める

民間企業設備は１兆5,611億円で同＋14.4％となった。 

 

■県民所得 

〇４兆6,386億円で前年度比＋2.7％となり、２年連続の増加。 

〇約７割を占める県民雇用者報酬は３兆1,294億円で前年度比＋3.8％となり、

財産所得が3,124億円で同＋5.3％、企業所得が１兆1,969億円で同▲0.6％

となった。 

〇1人当たり県民所得は、329万２千円(前年度320万３千円)で同＋2.8％。 

 

【参考：22年度の日本経済の概要】 

日本経済は、22年２月のロシアによるウクライナ侵略を契機とした原材

料等価格の上昇などを背景として、世界的に物価上昇がみられ、輸入物価

や企業物価の上昇率は高い水準で推移し、消費者物価では多くの品目の価

格への波及が徐々に進行した。 

一方で、同年３月にまん延防止等重点措置が解除されて以降、ウィズコ

ロナの下で多くの需要項目でコロナ禍前水準に回復した。年後半には、全

国旅行支援や水際対策が大幅に緩和されるなど、財消費に比べ回復が遅れ

ていたサービス消費も持ち直してきた。 

また、23年１-３月期には、半導体市況の悪化等を背景として、アジア向

けを中心に輸出が低下したものの、設備投資の押し上げ等による民間総資

本形成やサービス消費の持ち直し等による民間最終消費支出の増加により、

全体としてはプラス成長となった。 

（参考：内閣府「日本経済2022－2023」「2023年度日本経済レポート」） 

 

 

 

 

 

 

■主な計数 

※前年度比：百万円単位で計算したもの 

 

■経済成長率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
実 数 前年度比※ (参考) 

国の前年度比 

2021年度 2022年度 2021 2022 2021 2022 

県内総生産 
名目 ６兆8,897億円 ７兆60億円 1.9 1.7 2.9 2.3 

実質 ７兆240億円 ７兆1,262億円 3.0 1.5 3.0 1.4 

県民所得*3 ４兆5,175億円 ４兆6,386億円 2.4 2.7 5.1 3.6 

１人当たり県民所得 320万３千円 329万２千円 2.7 2.8 5.7 4.1 
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【高校新卒者の求人・求職・就職内定状況（３月末現在）】 

（滋賀労働局職業安定課まとめ） 

－就職内定率は前年比＋0.7 ポイントの 98.3％－ 

 

対象は、学校（定時制・特別支援学校・通信制含む）やハローワークから

の職業紹介を希望した生徒。 

 

◆求人 

・2025年３月高等学校卒業予定者対象の求人数は 5,727人となり、前年同期

の 5,402人と比べ 325人（前年比＋6.0％）増加し、４年連続の増加となっ

た。 

・産業別では、求人数全体の 48.8％を占める製造業で 2,792人となり、前年

同期と比べ 222人（同＋8.6％）増加したほか、卸売業、小売業で同＋82人

（同＋16.7％）となった。 

 

◆求職 

・求職者数は 1,893人となり、前年同期の 1,752人と比べて＋8.0％となり、

７年ぶりの増加となった。 

 

◆求人倍率 

・求人倍率は 3.03倍となり、前年の 3.08倍と比べ▲0.05ポイントとなった

が、96 年３月卒（95年度）以降、過去２番目に高い値となっている。 

 

◆内定率 

・25年３月に卒業した県内高校生の３月末現在の就職内定率は、前年同期と

比べ＋0.7ポイントの 98.3％となった。また、就職内定者は 1,860人とな

り、同＋8.8％となった。 

 

 

 

 

 

新規高等学校卒業者の求人・求職・就職内定の状況 

 
 

新規高等学校卒業者の職業紹介状況推移（各年３月末現在・滋賀県） 

2025年3月末現在 

 

① 
 

求  人  数  

（人） 

② 

就職希望者数 

（人） 

③ 

就職内定者数 

（人） 

④ 

就職内定率 

（％） 

⑤ 
 

求人倍率 

（倍） 

2024年度 2023年度 前年比（％） 2024年度 2023年度 前年比（％） 2024年度 2023年度 前年比（％） 2024年度 2023年度 前年比（P） 2024年度 2023年度 前年比（P） 

高校（計） 5,727 5,402 6.0 1,893 1,752 8.0 1,860 1,710 8.8 98.3 97.6 0.7p 3.03 3.08 ▲0.05ｐ 

男 

 

1,139 1,025 11.1 1,124 1,005 11.8 98.7 98.0 0.7p 

 女 754 727 3.7 736 705 4.4 97.6 97.0 0.6p 

（注）②就職希望者数および③就職内定者数は、学校又は安定所の紹介によるものを計上。 

自営・縁故就職・公務員への応募等学校の紹介によらない就職希望者は含まれていない。 

98 

 

新規高等学校卒業者の職業紹介状況推移（各年３月末現在・滋賀県） 
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産業別・職業別・規模別求人受理状況（高校） 

 

【2024 年「滋賀県新設法人動向」調査について】 

（東京商工リサーチ滋賀支店調査より） 

－２年ぶりに減少も、県内新設は 1,000 社超え－ 
 

◆新設法人 

・2024年の新設法人は、前年比▲5.2％の 1,033社（▲57社）となった。ここ

数年のトレンドは一進一退となっているが、24 年も 1,000 社超えを維持し

た。月次でみると７月の 122 社が最多で、４月の 112社とあわせ、100社を

超える月は２回だった。前年を上回った月は５回、下回った月は７回となっ

た。 

・一方、24年の「休廃業・解散」は 469社（前年比＋119社）、「企業倒産」は

138社（同＋36社）となった。倒産件数が増勢基調にあるほか、後継者難な

どから休廃業・解散の数が増加する環境にはあるものの、「休廃業・解散」

と「倒産」の合計件数のおよそ 1.7倍もの新設法人が立ち上がった。 

 

 

 

 

 

月別新設法人

2020年

社数 前年比 社数 前年比 社数 前年比 社数 前年比 社数

1 78 5.4% 74 ▲17.7％ 90 13.9% 79 ▲1.2％ 80

2 74 5.7% 70 9.3% 64 ▲24.7％ 85 18.0% 72

3 82 ▲20.3% 103 18.3% 87 ▲13.0％ 100 28.2% 78

4 112 23.0% 91 ▲14.1％ 106 ▲2.7％ 109 7.9% 101

5 90 7.1% 84 7.6% 78 18.1% 66 34.6% 49

6 71 ▲16.4% 85 ▲14.1％ 99 22.2% 81 39.6% 58

7 122 15.0% 106 9.2% 97 ▲7.6％ 105 29.6% 81

8 71 ▲31.7% 104 30.0% 80 8.1% 74 19.3% 62

9 68 ▲21.8% 87 6.0% 82 ▲15.4％ 97 19.7% 81

10 95 ▲5.9% 101 3.0% 98 ▲13.2％ 113 29.8% 87

11 81 ▲5.8% 86 ▲18.8％ 106 13.9% 93 14.8% 81

12 89 ▲10.1% 99 30.2% 76 ▲2.5％ 78 ▲6.0％ 83

合計 1,033 ▲5.2% 1,090 2.5% 1,063 ▲1.5％ 1,080 18.2% 913

設立

月

2021年2022年2023年2024年

項 目 
産業・職業・規模 

令和7年3月卒 令和6年3月卒 対前年比 

合計   （人） 合計   （人） （％） 
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別 

A , B 農 , 林 , 漁 業 (01～04) 35 11 218.2 
C 鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利 採 取 業 (05) 3 5 △ 40.0 
D 建  設  業  (06～08) 654 670 △ 2.4 
E 製  造  業  ( 09～32) 2,792 2,570 8.6 
09 食 料 品 製 造 業 139 148 △ 6.1 
10 飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製 造 業 5 3 66.7 
11 繊   維   工   業  153 140 9.3 
12 木 材 ・木 製 品 製 造 業（家具を除く） 20 24 △ 16.7 
13 家 具 ・ 装 備 品 製 造 業 19 21 △ 9.5 
14 パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業 76 79 △ 3.8 
15 印 刷 ・ 同 関 連 業 57 53 7.5 
16 化   学   工   業  165 133 24.1 
17 石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品 製 造 業 0 0  

18 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業 291 289 0.7 
19 ゴ ム 製 品 製 造 業 76 70 8.6 
21 窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 215 195 10.3 
22 鉄 鋼 業 47 52 △ 9.6 
23 非 鉄 金 属 製 造 業 59 50 18.0 
24 金 属 製 品 製 造 業 189 204 △ 7.4 
25 は ん 用 機 械 器 具 製 造 業 265 213 24.4 
26 生 産 用 機 械 器 具 製 造 業 169 186 △ 9.1 
27 業 務 用 機 械 器 具 製 造 業 74 63 17.5 
28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 190 168 13.1 
29 電 気 機 械 器 具 製 造 業 222 175 26.9 
30 情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業 10 11 △ 9.1 
31 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 333 277 20.2 
20.32 そ の 他 の 製 造 業 18 16 12.5 

F 電気・ガス・熱供給・水道業（33～36） 1 0  

G 情報通信業 (37～41) 7 3 133.3 
H 運 輸 業 , 郵 便 業 (42～49) 297 281 5.7 
I 卸 売 業 , 小 売 業 （50～61） 574 492 16.7 

 50～55  卸 売 業 98 90 8.9 
56～61  小 売 業 476 402 18.4 

J 金 融 業 , 保 険 業 （62～67） 32 30 6.7 
K 不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 （68～70） 42 31 35.5 
L 学術研究,専門・技術サービス業 （71～74） 46 49 △ 6.1 
M 宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 （75～77） 357 346 3.2 

 (76,７７ 飲食サービス業） 190 224 △ 15.2 
N 生活関連サービス業,娯楽業 （78～80） 326 290 12.4 
O 教 育 , 学 習 支 援 業 （81.82） 4 5 △ 20.0 
P 医  療  ,  福  祉  （83～85） 395 422 △ 6.4 
Q 複 合 サ ー ビ ス 事 業 （86,87） 28 23 21.7 
R サービス業（他に分類されないもの）（88～96） 130 168 △ 22.6 

S,T 公務（他に分類されるものを除く）・その他（97,98, 4 6 △ 33.3 
 

 

職 

 

 

業 

 

 

別 

Ａ，Ｂ 専門・技術、管理 486 443 9.7 
C 事務 245 220 11.4 
Ｄ 販売 357 364 △ 1.9 
Ｅ サービス 1,008 1,001 0.7 
H , I , J , K  技能工等、採掘、製造、建築従事者 3,542 3,317 6.8 
 (49～59) 製造・製作従事者 2,688 2,545 5.6 

(64・67) 定置機関・建設機械運転 134 126 6.3 
(65・66・68～73) 採掘・建設・労務従事者 622 552 12.7 
(60～63) その他 98 94 4.3 

F , G 上記以外の職業従事者 89 57 56.1 

合 計 5,727 5,402 6.0 

規

模

別 

２９人以下 1,666 1,615 3.2 
３０～９９人 1,539 1,535 0.3 

１００～２９９人 1,596 1,334 19.6 
３００～４９９人 436 399 9.3 
５００～９９９人 218 236 △ 7.6 
１，０００人以上 272 283 △ 3.9 
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◆産業別 

・全 10 産業のうち、２産業で前年より増加または前年と同数となり、８産業

で減少となった。唯一増加したサービス業他が前年比＋11.4％（＋51社）と

なり、農・林・漁・鉱業は横ばいであった。 

・減少率をみると、運輸業が同▲44.1％（▲15社）で最も高く、次いで金融・

保険業が同▲26.9％（▲７社）、製造業が同▲23.4％（▲19 社）となった。 

・産業別構成比では、サービス業他（48.1％）が圧倒的多数を占め、次いで建

設業（12.3％）、不動産業（10.5％）となった。 

・細分化した業種別でみると、学術研究,専門・技術サービス業（14.3％）が

最も高く、次いで建設業（12.2％）、他のサービス業（12.1％）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆資本金別 

・１億円以上が３社、５千万円以上１億円未満が７社となった。１億円以上は

前年比＋200.0％（＋２社）、５千万円以上１億円未満は同＋133.3％（＋４

社）と増加した。一方、１千万円以上５千万円未満は同▲18.9％（▲７社）、

１百万円未満は同▲17.4％（▲47社）、その他は同▲7.8％（▲8社）と減少

した。 

・構成比では、1 百万円以上５百万円未満が最も高く（48.6％）、次いで 1百

万円未満が 21.6％、５百万円以上１千万円未満が 16.8％となった。１千万

円未満の資本金（その他は除く）が全体の 95％強となり、少額資本での法

人設立がほとんどを占めた。 
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◆法人格別 

・株式会社が 675社（構成比 65.3％、前年比▲5.5％）で、全体のおよそ３分

の２を占め、次いで合同会社が 259 社（同 25.0％、同▲4.0％）となった。 

・比較的資本金額の低い株式会社と、設立コストが安く株主総会も不要など

経営の自由度が高い合同会社が、新設法人全体の 90％以上を占めた。 

・医療法人が前年差▲12社（前年比▲54.4％）、特定非営利活動法人が同＋３

社（同＋25.0％）、その他（学校法人、社会福祉法人等）が同＋３社（同＋

17.6％）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆市郡別 

・湖南市が前年比＋37.9％で最も高く、次いで長浜市が同＋14.6％、守山市が

同＋8.8％となった。一方、減少率は、米原市が同▲27.2％で最も高く、次

いで野洲市が同▲22.5％、草津市が同▲17.7％、愛知郡が同▲17.6％、彦根

市が同▲9.7％となった。 

・増加数では、長浜市と湖南市が前年差＋11 社で最も多く、次いで守山市が

同＋６社、近江八幡市が同＋2社、蒲生郡が同＋1社となった。一方、減少

数は、大津市が同▲26社で最も多く、次いで草津市が同▲25社、彦根市が

同▲８社、野洲市が同▲７社、米原市が同▲６社、栗東市が同▲５社、東近

江市、愛知郡、犬上郡が同▲３社、甲賀市、高島市が同▲１社となった。 

・３年連続の増加はなし。４年連続でゼロとなった市郡もなかった。 
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《ご参考①：国内景気の動向》（2025年６月 11日：内閣府） 
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《ご参考②：京都府・滋賀県の景気動向》 
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《当報告書のご利用についての注意事項》 

・当報告書は情報提供のみを唯一の目的として作成されたものであり、 

何らかの金融商品の取引勧誘を目的としたものではありません。 

・当報告書は信頼できると思われる情報に基づいて作成されていますが、 

当行並びに当社はその正確性を保証するものではありません。内容は、 

予告なしに変更することがありますので、予めご了承ください。 

・また、本報告書は著作物であり、著作権法により保護されております。 

全文または一部を転載する場合は出所を明記してください。 

・なお、本報告書の内容に関するご照会は下記の担当者までご連絡くだ 

さい｡ 

照会先：㈱しがぎん経済文化センター（産業・市場調査部：髙橋） 

ＴＥＬ：077-526-0005  E-mail：keizai@keibun.co.jp 

 

以 上 
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